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1. 研究の枠組み
1-1. 研究の背景と目的

鉄道は都市の骨格を構成する重要な要素であり、交
通利便性の高さから鉄道周辺に市街地が形成されてき
た。しかし、1960 年代後半から自動車の普及が進む
と鉄道需要が減少し、多くの鉄道路線が廃線となっ
た。近年では他社との競合や地上鉄道の地下化などに
より、沿線人口の多い市街地でも廃線となる区間が発
生している。

そこで本研究では鉄道の敷設と廃線の両方に着目し
て、それらが沿線市街地の都市空間に与える影響を包
括的に明らかにすることを目的とする。
1-2. 既往研究の整理

鉄道が都市空間に与える影響は駅の存在に起因する
影響と駅舎や線路などの鉄道用地に起因する影響に分
けられる。駅に起因する影響について、佐川ら (2020)1)

が廃線後の沿線自治体の人口所得水準の変化を明らか
にし、宮崎ら (2012)2) が廃線後の住民意識の変化を
明らかにしている。線路に起因する影響について、飯
塚ら (2016)3) が線路の線的要素が跡地利用に与える
影響を明らかにしている。本研究では鉄道が都市空間
に与える影響を鉄道の敷設と廃線の２つの視点で論じ
る点で新規性がある。
1-3. 研究の流れ

2 章では対象路線及びその周辺地域の概要と鉄道敷
設前の線路沿線地域の状況を整理する。3 章では駅が
都市に与えた影響に着目して、鉄道敷設前後の駅周辺
における土地利用の変化を分析する。4 章では街区の
形成と線路跡地整備後の街区の変化を分析し、鉄道用
地が都市空間に与えた影響を考察する。

1-4. 対象の選定
本研究では国鉄発足以降に廃線となった国鉄・JR

の路線から政令指定都市内を通る 4 路線を抽出し、そ
のうち廃止区間距離・廃線後の経過年数が十分である
国鉄筑肥線博多 - 姪浜間を対象とする (1)。

3 章では鉄道の廃線とともに廃止された西新・鳥飼・
小笹・筑前高宮・筑前簑島駅を対象とする。4 章では
他の鉄道路線との線路重複を考慮して、室見川から美
野島公園までの区間の沿線街区 (2) を対象とする。

2. 筑肥線沿線地域を取り巻く環境の整理
2-1. 国鉄筑肥線の概要と沿革

国鉄筑肥線は唐津、前原、福岡市の西南部と博多を
結ぶ大量輸送交通であり、朝夕は 1 時間に 2~3 本運
行していた通勤通学の利用に供する路線であった 5)。
博多 - 姪浜区間は 1925 年に開業し、1983 年に廃止と
なった 6)7)。西新・鳥飼・筑前高宮駅は開業当初より
設置され、小笹・筑前簑島駅は開業後に設置された。
駅舎は小笹駅では南側、他の駅では北側に設けられ、
全線で単線軌道であった。ただし、開業当初から設置
された三駅では列車交換の為に複数線路が敷かれた。
2-2. 鉄道敷設前の市街化状況

筑肥線開業直後の 1926 年の旧版地図を用いて、鉄
道敷設前の筑肥線沿線の市街化状況を整理する（図
1）。筑肥線北側では路面電車が営業しており天神・路
面電車沿線を中心として市街化が進んだ。一方で、路
面電車沿線より南側ではほとんど市街化が進んでおら
ず集落が点在している。筑肥線沿線では小笹駅以外の
4 駅の周辺で集落の立地が見られた。

3. 駅勢圏の土地利用への影響
本章では鉄道駅の存在が駅周辺の土地利用に与える

影響について分析する。
3-1. 駅勢圏の定義

本研究では国土交通省資料 8) を参照し、駅を中心
として半径 500m 以内の範囲を駅勢圏と定義する。ま
た、便宜的に駅勢圏のうち、半径 250m 以内の範囲を
駅近傍、半径 250~500 ｍの範囲を駅周辺と呼ぶ。
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図 1　筑肥線と鉄道敷設前の周辺環境 ( 旧版地図 4) に筆者加筆 )
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3-2. 市街地形成への影響
1926 年から 1972 年の旧版地図を基に、各駅勢圏

の市街地形成過程を整理した ( 図 2)。駅勢圏の集落
立地や区画整理の時期により市街地形成の進み方に差
が見られた。駅周辺に集落が立地していた西新・筑前
高宮・筑前簑島駅では既存集落から市街地が拡大し、
駅近傍は後から市街化が進んだ。一方、集落が見られ
なかった鳥飼駅では駅前を中心として市街地が形成さ
れた。小笹駅では 1953~69 年に実施された区画整理
により同時期に駅勢圏広域で市街地が形成された。ま
た、全ての駅勢圏において線路沿いの土地では建物立
地が進んでいないことが分かった。
3-3. 廃線直前の土地利用

住宅地図を基に廃線直前の土地利用状況を整理した
( 図 3)。筑前高宮・筑前簑島駅では工場と事業所での

利用が多く、特に駅近傍での集積が見られた。西新・
鳥飼・小笹駅では給与住宅の立地が多く見られた。鉄
道の交通利便性により駅周辺が選ばれたとも考えられ
るが、1960 年代後半から住宅需要解消の為に田園地
帯であった筑肥線沿線地域で宅地開発が行われたこと
が影響していると思われる。鳥飼・小笹駅では駅近傍
の商業利用が見られ、駅中心の市街地形成が進んでい
たことが分かる。
3-4. 市街地形成と廃線直前の土地利用分布の比較

駅周辺から市街地形成が進んだ駅勢圏では市街化の
進行が遅れた駅近傍で工場・給与住宅といった敷地面
積の大きな建物の立地が見られた。一方で、駅中心に
市街地形成が進んだ駅勢圏では駅近傍に商業利用が見
られ、市街化が遅れた駅周辺で給与住宅の立地が見ら
れた。

図2　鉄道敷設期の駅勢圏の市街地形成（旧版地図4)9)を引用、筆者加筆）

図3　廃線直前の土地利用（基盤地図情報・住宅地図10)~14)を基に作成）
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3-5. 廃線後の土地利用
駅中心に市街地形成が進んだ鳥飼・小笹駅を対象に

廃線後の土地利用状況を整理した ( 図 4)。
鳥飼・小笹駅ともに廃線後、給与住宅が減少し集合

住宅への転換が見られた。給与住宅はバブル崩壊以降
全国的に減少傾向にあり 16)、駅勢圏で見られた給与
住宅の減少が廃線の影響であるとは言い切れない。ま
た、両駅ともに廃線後も駅近傍での商業利用が継続し
て見られた。鳥飼駅では線路沿いに立地した工場・倉
庫が給与住宅同様に集合住宅へと転換した。小笹駅で
は市街地が拡大し駅周辺の住宅利用が増加した。
3-6. 小結

駅周辺に集落が立地していた場合は集落から市街化
が拡大し、駅近傍では市街化が遅れ低未利用地が残
り、工場や給与住宅が立地した。一方で、駅周辺に集
落がない場合では鉄道駅を中心として市街地形成が進
み、駅近傍に商業利用が集積した。低未利用地が残っ
た駅周辺では工場や給与住宅の立地が見られた。廃線
後、駅周辺に立地していた工場や給与住宅は減少傾向
にある。一方で、駅近傍の商業利用は廃線後も維持さ
れていることが分かった。

つまり、鉄道敷設前の集落の立地状況により駅が市
街地に与える影響は異なり、その市街地形成の過程の
違いが駅勢圏の土地利用分布に影響を与えていると考
えられる。

4. 鉄道用地による沿線街区への影響
本章では駅舎や線路を含む鉄道用地が沿線街区に与

える影響について分析する。
4-1. 沿線街区形成への影響

鉄道敷設時、筑肥線沿線には市街地が形成されてお
らず、鉄道敷設後に鉄道用地の存在を前提として街区
が形成された。沿線街区の多くで、線路に隣接する道
路 ( 以降、側道 ) が設けられ、線路側で接道が可能な
街区（以降、側道型 ) が形成された。一方で、旧道 (3)

が線路沿いにあった場合、旧道と線路の間に線路に直
に接する街区 ( 以降、線路型 ) の形成が見られた。ま
た、開業当初から設置された三駅を含む街区でも同様
に線路型街区が見られた。駅を含む街区には駅舎とそ
れに付随する運送業などの用地が必要であった為に線
路型街区が形成されたと考えられる。また、線路が丘
陵地に沿って敷かれた区間では線路と街区の間に高低
差がある街区（以降、高低差型 (4)）が形成された。
4-2. 線路跡地の転用と沿線街区を取り巻く環境の変化

線路跡地の大部分は西南部の交通改善の為に福岡市
の東西を結ぶ幹線道路に転用された。周辺に代替の役
割を果たせる道路があった笹岡―梅光園区間と美野島
以東の区間は緑道に転用された 17)。

沿線街区の形成と側道・線路の用途転用を条件とし
て沿線街区を５つに類型化した ( 図 5)。側道拡幅型
では道路が再整備されたにすぎず、街区の接道環境に

図4　廃線後の土地利用変遷（基盤地図情報・住宅地図11)12)を基に作成） 図5　沿線街区の類型化

図6　沿線街区の類型別分布と周辺環境（基盤地図情報・旧版地図4)9)・住宅地図10)~14)・参考文献15を基に作成）
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変化はない。しかし、接道の為の道路が幹線道路へと
変化したことで街区と道路の関係性に変化が生じると
考えられる。線路 - 道路型では線路が道路に転換され
たことで街区内の土地の接道が容易になった。側道残
存型や線路 - 緑道型では街区を取り巻く環境は線路敷
設時からほぼ変化していない。
4-3. 廃線後の沿線街区内土地・建物の変化

廃線に伴う周辺環境の変化が沿線街区内の土地・建
物に与えた影響を明らかにするため、街区内での区画
形状の変化・建物の更新状況を整理した ( 表 1)。

側道拡幅型では 8 割の街区で区画形状の変更が行わ
れた。新設道路側では小さな区画を併合して大きな区
画とする変化が見られた ( 図 7,f-12)。側道型街区で
は側道側にも住宅が並びそれらが側道の再整備を機に
更新されたと考えられる。一方で、新設道路と関係す
る区画での変更の割合は少なく、街区全体で形状変更
が多くみられた ( 図 7,b-12,f-12)。側道の更新が沿線
街区も含めた道路周辺の土地利用の更新に影響を与え
たと考えられる。

線路 - 道路型では 7 割の街区で区画形状の変更が見
られ、特に新設道路に接した区画で多く見られた。線
路型街区の線路側の区画では低未利用地が多く、それ
らを活用した区画形成が見られた ( 図 7,b-10)。また、
接道の為に街区内に路地が設けられていた区画では区
画の合筆が見られた ( 図 7,c-8)。線路 - 道路型は街区
内の建物更新率も高く、区画形状の変更により土地利
用が活性化されたといえる。

環境の変化が少ない側道残存型と線路 - 緑道型は線
路側での区画形状変更率は低い。側道残存型は街区全
体の変更率は高いが、これは側道拡幅型同様に新設道

路整備に伴う再整備が影響していると考えられる。線
路 - 緑道型では区画形状の変更は少ないものの建物の
更新率は高い。線路 - 緑道型では区画形状の変更を伴
わず、建替えにより建物の更新が起きたといえる。
4-4. 小結

鉄道用地の存在が環境の異なる沿線街区の形成に寄
与した。廃線後、側道や線路が道路や緑道に転用され
ることで街区を取り巻く環境に変化が生じた。沿線街
区の形成と廃線後の用途の変化の二つの条件が沿線街
区内の区画形状の変更や建物更新のあり方に影響を与
えていることが明らかになった。

5. 研究の総括
本研究では鉄道敷設前から廃線以降の都市空間の変

遷を整理し、鉄道の存在が駅勢圏と沿線街区に与えた
影響を明らかにした。駅周辺の市街地形成には、既存
集落の分布や駅の新設が影響を与えた。その市街地形
成の過程の違いが駅勢圏の土地利用分布に影響を与え
ることが明らかになった。また、鉄道用地の存在が沿
線街区の形成に影響しており、沿線街区の形成と廃線
後の側道と線路の用途転用が沿線街区内の土地・建物
の更新のあり方に影響を与えることが分かった。

本研究では鉄道沿線の市街地の変化を分析したが、
対象地区で行われた土地区画整理事業や道路整備の計
画意図と市街地形成の関係を議論できていない。対象
地区における都市計画事業と市街地の変化の関係を検
討することを今後の課題とする。

脚注
⑴本研究では国鉄が発足した 1949 年以降に廃線となった国鉄・JR の 105 路線のうち、
政令指定都市を通る宇品線、筑肥線、清水港線、可部線の 4 路線を抽出した。宇品線、
清水港線は廃止区間が 10km 未満であるため、可部線は廃止後の経過年数が短いため
(2003 年廃線 ) 対象外とした。
⑵旧線路に街区の一辺が接する街区を沿線街区と定義する。団地・学校などの線路の
影響を受けにくい用途を含む大規模な街区は本研究では取り扱わない ( 図 6)。
⑶鉄道敷設前 (1925 年以前 ) から存在する足の長い道路を旧道と定義する。
⑷線路と街区に高低差がある街区のうち傾斜部に擁壁が設置されており、線路跡地転
用後に線路跡地側からのアクセスが不可能な街区を「高低差型」と定義する。
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表1　沿線街区の区画形状変更率と建物更新率

図7　沿線街区の区画形状変更

変更数 変更率 変更数 変更率 建物数 更新数 更新率

①側道拡幅型 93 77 83% 54 58% 976 514 53%
②側道残存型 10 6 60% 4 40% 86 36 42%
③線路-道路型 55 38 69% 35 64% 398 254 64%
④線路-緑道型 11 4 36% 3 27% 98 54 55%
⑤高低差型 5 4 80% 2 40% 71 30 42%

174 129 74% 98 56% 1,629 888 55%

側
道
型
線
路
型

建物更新率

総数

街区数
側道・線路側街区内分類

沿線街区 区画形状変更率


